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人口減少・環境制約下で持続できるコミュニティ形成
千葉大学大学院人文社会科学研究科　教授　　
倉阪　秀史
　2011 年 12 月 10 日に、千葉大学においてワークショップ「人口減少・環境
制約下で持続できるコミュニティ形成」が開催された。本特集は、このワーク
ショップの模様を収録したものである。
プロジェクトの概要説明
　本日は、お集まりいただきましてありがとうございます。人口減少・環境制
約下のコミュニティ形成というタイトルで進めて参りましたこのプロジェクト
も 3年目になりました。そろそろまとめにかかりたいと考えております。本
日は、お手元に大部の資料をお配りしております。これが、最終報告書になる
予定でございまして、今後、『千葉学ブックレット』という形で公刊しようと
考えているものです。きょうのディスカッションも踏まえて、さらに手直しし
ていきたいと考えております。
　最初に、この研究プロジェクトの説明を簡単にさせていただきます。この研
究プロジェクトは千葉大学人文社会科学研究科（倉阪秀史、広井良典、大石亜
希子）と工学研究科（岡部明子、宮脇勝）の 5人から成るプロジェクトで、私
がリーダーを務めさせていただいております。きょうは大石先生と岡部先生に
コメンテーターということで入っていただきましたが、このブックレットの作
成にあたって広井先生と宮脇先生にも参画をしていただいています。人文社会
科学研究科の公共政策の研究グループと、それから工学研究科のまちづくりの
研究グループの共同作業ということになっております。
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　研究課題は、人口が減っていって環境制約が高まる中で、いかにして持続可
能なコミュニティをつくっていくのかというものです。
　当初、大まかな役割分担をしておりました。コミュニティを支える経済につ
いての議論、それからエネルギーについての議論、生活の質や人と人とのつな
がりについての議論、まちづくりについての議論、そういう形で分けて研究分
担、役割分担をしてきたわけです。最終報告書は、この役割分担に沿った形で
原稿を持ち寄って作成されております。
　この研究プロジェクトは、概ね毎月会議を開催しつつ、節目でシンポジウム
をやりながらその成果を『公共研究』という雑誌にまとめていく形で進めてお
ります。『公共研究』とこのブックレットの二つがプロジェクトの成果物とな
ります。
最終報告書の構成
　さて、最終報告書は 8章構成にしております。初めの第 1章「転機を迎え
ている日本」では、どういう課題に我々は直面しているのかということを説明
いたします。第 2章「持続する社会の条件」が基礎理論になります。持続す
る社会というのはどういう社会なのか、何が前提条件として存在すべきなのか、
といった議論をいたします。その中で、人工資本、自然資本、人的資本、社会
関係資本の四つの資本概念を提示します。
　基礎理論に引き続く第 3章「持続部門を発展させるための地域政策」では、
現在の我々は成長期から持続期に転換をしなければならない時期にきていて、
持続部門という経済部門を発展させていかなければならない。その際に、地域
政策が必要だといった議論を行います。その過程で、地域の政策を提案してい
くということになります。
　この持続部門といいますのは、四つの資本のメンテナンスをしていく経済部
門です。四つの資本のうち、人工資本について第 4章「人工資本のメンテナ
ンスを行う地域経済の可能性」で取り上げます。また、自然資本について第 5
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章「自然資本を活用する地域経済の可能性」で取り上げます。残りの二つの資
本、つまり人的資本と社会関係資本については、第 6章「人と人とつながり
を強くするコミュニティとまちの構造」で取り扱うという形になります。それ
ぞれ地域における資本ストックがちゃんと維持できるように、そちらにお金が
回るように政策をやっていく必要があるという提案でございます。
　第 7章「持続可能性の観点から地方自治体の政策評価を行う」では、現在の
地方自治体の政策について、持続可能性という観点から考察を行い、まだまだ
持続部門を育成するというような体制になっていないのではないかという問題
提起をさせていただきます。第 8章「住み続けられる地域づくりに向けた政策」
では、どういう政策が地方で必要なのか、また国はどういう政策を行うべきか
といったお話を行います。
　こういった形で、直面する課題の分析、それから基礎理論に基づく政策提案
という形で、何とか全体をまとめたところです。
転機を迎えている日本
　日本は、さまざまな点で転機を迎えています。まず、日本は、世界の中でい
ち早く人口が減少に転じました。たとえばアメリカは 2050年に至るまで人口
は増え続けますが、日本は、2005年をピークとして人口が減少し、2050年に
は人口が 15%以上減るという予測がなされています。
　こういった人口の減少というのは、高齢化の進行と密接に絡んでいます。人
口を年齢別に積み上げていった図を書いた場合、1930年にはきれいなピラ
ミッド状になっていましたが、終戦後とその子どもの世代という二つのベビー
ブームの突起をもつ形に変化していきます。そして、その次の突起は現れず、
2040年になると、重心の高い「つぼ状」になっていく見込みです。こういっ
た中で 65歳以上の人口割合が半分以上に至るような状況がやがてやって来ま
す。そういう中でどういうふうに各種の社会制度を維持するのかということが
大きな課題になっております。
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　人口の減少と高齢化の進行というのは、地域的に見ても密接に結び付いてい
いています。人口減少率の大きい都道府県ほど 75歳以上の人口割合が大きい
という明確な相関があります。人口減少というのは、地域における経済が弱体
化していくということと密接に絡んでいます。
　こういった中で、平均世帯人員がどんどん減っていっております。人と人の
つながり自体が希薄になっているといった社会が現れています。世帯の構成比
を見ますと、単身世帯が 2030年には 37.4%になり、単身世帯、核家族世帯を
合わせますとほぼ 9割に至ろうとしています。それぞれがばらばらに暮らす
という社会になりつつあるわけです。
　コメントをいただきます大石先生が「おともだち密度」という指標を作成さ
れています。これは、出生時に 1 km2当たり何人の新生児がいるのかといっ
たことを地域別に図示するものです。1947年の段階では、全国平均で 1平方
キロメートル当たり約 7人、つまり歩いて行ける範囲に 7人の幼なじみ候補
生がいるといった状況であったわけです。これが 2030年になると、全国平均
でいうと 2.76人になり、21道県が 1人未満となっています。この状況から見
ても、社会的なつながりが希薄になっている社会が生まれてきているというこ
とがわかります。
　一方で、環境制約も具体化しています。とくに、脱温暖化社会への移行が喫
緊の課題となっています。現在も、例えば雨の降り方が変わるとか、南のほう
から昔はいなかった毒グモがやって来るとか、さまざまな形で状況が変わって
きているというような実感はあるかと思います。このため、気候ターゲット 2℃
という産業革命に比べて地球の平均気温を 2℃上げないという目標が国際的に
合意されつつあるという状況であります。
　しかし、最新の国際エネルギー機関の『World Energy Outlook 2011』では、
世界の平均気温の上昇を 2℃以内に抑えるという長期目標を合理的なコストで
達成しようとするならば、先送りする余裕はないと書いてあります。このまま
放っておいたら、気温上昇が 6℃以上に達するさらに危険な道筋をたどること
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になるということも書かれています。
　原子力発電については、ご承知のように福島第 1原発の事故があって大き
な見直しが迫られています。そもそも原子力発電は、高速増殖炉がうまくいっ
ていないので、枯渇性の資源に依存する技術と言うことになります。つなぎの
電源でしかないということです。したがって、短期的に天然ガスにシフトする
にしても、その間に再生可能エネルギーを基幹的エネルギー源に育てていく必
要があるというのが間違いのないところだと思います。
　また、人口が減っていくということは、人の手が入らなくなっていくことに
よる生物多様性の危機を招くということです。生物多様性については生物多様
性国家戦略において四つの危機が認識されています。人間活動や開発による危
機、人間活動の縮小による危機、人間により持ち込まれたものによる危機、地
球温暖化による危機の四つの危機ですが、特に第二の危機として、人間活動の
縮小による危機というものが認識されています。例えば、里地・里山というの
は、実は豊かな生態系を維持するシステムであったわけです。田畑や雑木林と
いった里地・里山が維持されないことによって、昔から日本文化を形づくって
きた、メダカ、トンボ、ホタル、カエルといった小動物がその生息地を狭めて
いきます。実際にメダカが絶滅危惧種に指定されるというような事態になって
います。2010年は「生物多様性年」ということで、名古屋で生物多様性条約
第 10回締約国会議（COP10）が開かれたわけですが、日本政府はその際に里
山イニシアチブを提唱し、それについて国際的な理解が得られたという状況で
す。今後、人口減少の中で、自然のプロセスに沿った社会経済活動の維持発展
を通じた「自然共生社会」を実現していく必要があります。
持続する社会の条件
　こういったさまざまな課題を見据えて、地域の持続可能性、コミュニティの
持続可能性を考える必要があります。社会を支える四つの資本が維持されるこ
とが持続する社会の条件であるという考え方があります。
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　我々の世界は物理的世界と精神的世界に分かれています。そのうち、物理的
世界は「人」と「人工物」と「物理的環境」に分かれます。「人工物」と「物
理的環境」を分けるのは、人が設計してつくったか、つくっていないかという
ことです。また、精神的世界におけるストックは、意味の体系としての「制度」
というもので把握できます。言語、慣習、法といった社会の構成員に共有され
ている思考習慣が「制度」です。
　これらのそれぞれに資本概念が考えられます。人については「人的資本」、
人工物については「人工資本」、物理的環境については「自然資本」、意味の体
系としての制度については「社会関係資本」という資本概念が考えられるわけ
です。
　「人的資本」というのは、ほかの人間に有用性を与えることができる人間自
身の能力ということでございます。「人工資本」というのは人間に有用性を提
供する人工物の機能、「自然資本」というのは人間に有用性――これは生態系
サービスといいますが――を提供する生態系の機能です。「社会関係資本」に
つきましては、人々に共有された規範・価値・認識であって人々の協力関係を
促進させるものという OECDの定義があります。
　こういった四つの資本によって、我々の経済は維持されるわけでございます。
環境の保全といっても、その目的は自然環境をそのままにするということでは
ありません。人間の経済を持続的にするというのがこの環境政策の目標です。
具体的には、「個人の健康で文化的な生活の確保」と「社会制度の持続的可能
性の確保」という二つの大きな目標が環境政策にはあります。それぞれ人的資
本ストックを豊かに維持する、社会関係資本ストックを豊かに維持するという
こととほぼ同義です。
　そのために、人工物サービスと生態系サービスの持続可能性を維持しなけれ
ばなりません。具体的には、六つの観点で取り組みを進める必要があります。
　第一に、生産の際の歩留まり率の向上です。不要物をできるだけ出さないよ
うな形で生産をするということです。第二に、人工物サービスの獲得率の向上
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です。いったんつくった人工資本ストック――建造物であったり、耐久消費財
であったり、製品であったりといったものを使い倒すということです。第三に、
生態系サービスの捕捉率の向上です。従来無駄にしてきた生態系サービスを無
駄にしないということです。再生可能エネルギーをちゃんと使っていくという
ことは、ここに入ります。第四に、自然資本の維持です。どうしても環境負荷
は出てしまいますから、そういう環境負荷については、できる限り自然資本を
傷つけないような形で工夫をして自然に帰すことが必要だということです。第
五に、人的資本の維持です。教育・医療・介護といったものでできる限り人々
が健全で、健康に暮らせるようにするということです。第六に、社会関係資本
の維持です。人口が減っていく中で、人と人とのつながりを豊かに維持するこ
とができるようなまちづくりを考えるということです。
　成長期の経済社会では、人工資本の豊かさが欠乏していました。このため、
より多くの、より機能の進んだ人工資本を各家庭に行き渡らせる形での経済発
展が目指されたわけです。1950年代には白黒テレビ、洗濯機、冷蔵庫という
三種の神器、70年代にはカラーテレビ、クーラー、車という新・三種の神器
が普及していきます。80年代以降は携帯電話、パソコンといったものが普及
していくわけです。こういう過程で、内需が拡大されて、経済成長が維持され
たということです。
　高度成長期の内外需別寄与度を見ますと、内需があってはじめて経済成長が
できていることがわかります。その内需の大きな部分は、耐久消費財を購入す
るという家計の行動に伴って、国内に工場ができるといったつながりから生ま
れています。
　バブル期以降は、経済成長率はほぼ±ゼロのあたりを行ったり来たりして
いる状況です。そういった中で、外需の部分に期待をして、経済成長を続けよ
うという考えがあるわけです。しかし、これまでの経済成長の状況を見ても、
外需でどこまでやれるのかということには疑問があります。
　80年代以降、情報機器などは普及しているのですが、国内における民間投
人口減少・環境制約下で持続できるコミュニティ形成
10
資の拡大につながっていません。海外に工場が移転してしまうという状況もあ
るわけです。
　では、人口減少下で、衣食住、移動、情報通信といった人間の活動を支える
人工資本がひとわたり各家庭に行き渡った状況において、経済発展をどのよう
に考えればいいでしょうか。
　その際に、経済発展の物差しを替えることが必要です。そもそも成長自体が
経済発展の物差しではありません。先ほどの議論を振り返ると、必ずしも成長
によって我々は支えられているわけではないのです。人工物サービス、生態系
サービスというものがちゃんと提供されるためには、サービスの源である人工
資本ストックや自然資本ストックといったストックが豊かに維持されることが
持続的な経済活動を営むポイントになるわけでございます。
　ケネス・ボールディングは、1966年の「来るべき宇宙線地球号の経済学」
において、カウボーイ経済と宇宙飛行士経済を対比させて議論をしています。
カウボーイ経済は、資源の供給量に制約がなく、不要物の排出先にも制約がな
いという経済です。そういった経済ではより多く生産することがその経済活動
の物差しになります。一方、宇宙飛行士経済は、宇宙船の中で営まれている経
済です。宇宙船の中では、資源の量にも、不要物を吸収できる能力にも限りが
あります。したがって、宇宙船の中では、より少ない生産消費で生活を支える
ことが良い経済の指標になります。これは、環境制約が顕在化した段階では生
産フローの拡大を目指すのではなくて、効率的にストックを維持する経済に転
換をすべきであるという考え方となります。
　毎年世論調査で、あなたは「心の豊かさ」を取りますか、「物の豊かさ」を
取りますかということを聞いています。1979年に「物の豊かさ」を取るとい
う回答が「心の豊かさ」を取るという回答を上回って、その差が広がる一方に
なっています。今は、心の豊かさのほうを取りたいといった世論の状況にある
ということでございます。
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持続部門を発展させる地域政策
　こういった中で、新しい経済部門として「持続部門」という経済部門を考え
る必要があります。人工資本、自然資本、人的資本、社会関係資本の四つの資
本が豊かに維持されるように、これらのストックのメンテナンスを行う経済部
門を育てる必要があります。こういう経済部門を「持続部門」と呼びたいとい
うことです。
　具体的には、人工資本の維持に関連して、人工物のメンテナンスを行う経済
部門が想定できます。建造物や耐久消費財の補修・修理、再使用、再生利用と
いった経済部門です。次に自然資本の維持に関連して、再生可能エネルギーを
活用する経済部門が想定できます。従来の農林水産業も、里地・里山の保全に
重要な役割を果たしていたという観点から、自然資本の維持に関する経済部門
ということができます。人的資本の維持に関連して、教育・医療・介護といっ
た経済部門を想定できます。それから社会関係資本の維持に関連する経済部門
としては、人と人とのつながりを回復させる経済部門が想定できます。
　「持続部門」は、実は地域文化を形成して日本の風土を守り育てるような経
済部門です。地域の風土、住まい方に応じてずっと住み続けられるサービスを
提供します。利幅は大きくありませんが、ずっと続けていくことができる経済
部門です。
　世界市場を相手にして外貨を稼いでくる従来型の経済部門を「成長部門」と
呼ぶことができます。「持続部門」はローカルで労働集約的な経済部門ですが、
「成長部門」はグローバルで資源集約的な経済部門といえます。「持続部門」の
重要性を述べましたが、「成長部門」をやめるべきということではありません。
日本は、これからも外から資源を輸入してこないとやっていけません。鉱物資
源とか、レアメタルとか、いろんなものを輸入しないとやはり駄目なのです。
そのためにも「成長部門」も育てていく必要があります。しかし、「成長部門」
かわいいがために、「持続部門」が駄目になるような政策をやってはいけません。
私は、TPPに関する意思決定についてこの点で懸念をしています。
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　こういった「持続部門」を発展させるためには、地域政策が重要です。「成
長部門」は、国が振興策を実施しないとといけませんでした。経済産業省とい
う省庁がありまして、何でもかんでも自分のテリトリーだと言ってしゃしゃり
出てくる省庁ですが、それはそれで理由はあるわけです。モノの生産・販売は、
地方自治体の区域を越えて行われます。だから地方ごとに規制されると支障が
出ます。また、世界市場での競争力を高めるために、外交などをやらないとい
けません。さらに、化石燃料、鉱物資源などを安定的に輸入をする政策も必要
です。こういったことを考えると、地方自治体でできない領域がかなり大きい
のが、「成長部門」を育成する政策だということが言えます。
　しかしながら、「持続部門」というストックのメンテナンスを行う経済部門は、
地域の風土や住まい方に応じて、地方自治体が主体的に育てていく必要があり
ます。従来から、地域の特産品をつくっていくという政策は地方自治体主導で
行われてきました。建築物の状況―どこにどのぐらいの耐用年数が近づいてい
るものがあるのか―は地域によって違うわけです。そういったものの維持管理
の政策というのは、やはり地域が主体的に考える必要があります。再生可能エ
ネルギーについてもそうです。地域によってどういった再生可能エネルギーが
あるかは異なるわけですから、そこは地方自治体が活用策を推進していく必要
があります。教育でも、義務教育の部分というのは公的に国でやる必要がある
かと思いますが、地域文化を継承するような取り組みは、これまでも地域でや
られていたと思います。
　この際に、補完性原理という考え方が一つの判断基準になります。基礎自治
体でできることは基礎自治体でやって、そうでないものは県、県でもできない
ものは国がやるというような考え方です。これに沿って考えると、資本ストッ
クのメンテナンスの政策というのは基礎自治体が主体的に行う必要があるとい
うことになります。地域に存在する資本ストックを把握して、メンテナンスニー
ズを把握して、その充足のための検討を行うということです。これは地域がや
るべきだと思います。
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　地域のニーズを地域で充足できれば、その充足に要する資源エネルギーも少
なくて済みます（図 1）。これは水槽に土が入っていると考えてください。穴
というのは個別のニーズです。このニーズを埋めるということを考えてくださ
い。これまでは、地域のニーズを個別に把握せず、大量に水を入れることによっ
てすべての穴を埋めるということをやっていたわけです（洪水案）。既製品に
よってそのニーズを充足させるという方法です。この解決策は、資源効率的で
はありません。穴に合わせて水路をつくって充足させるともっと資源効率的で
す（水路案）。さらにローカルな資源も活用すればもっと資源効率的になりま
す（水路＋井戸案）。
　地域によって実際に直面しているニーズが大きく違います。プロジェクト
（出典）筆者作成。
図 1　分散的資源マネジメントのメリット〈穴に水を入れる問題〉
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チームの広井先生が、全国の半分の自治体にアンケート調査を実施し、6割の
回収率が得られています。人口 1万人未満の自治体においては、人口減少、若
者の流出、少子高齢化の進行、農林水産業の衰退といった課題が取り組むべき
課題の上位に入っています。一方、都市型の自治体では、少子高齢化の進行の
次に、中心市街地の衰退、経済不況、産業空洞化といった課題が上位に入りま
す。人口規模別に見ると、地方自治体が取り組むべき課題が大きく違うという
ことが見てとれるわけです。
　したがいまして、地域のメンテナンスといっても、地域で力点を置かなけれ
ばいけない資本ストックのメンテナンスの内容は違ってきます。この観点から
も、国が統一的に政策をやるというようなことは適切ではなくて、地域が主体
的に政策をしていく必要があるということになります。
イメージエリアとしての南房総
　この研究のイメージエリアとして南房総を挙げております。南房総は、既に
人口減少がかなり進んでいます。地域的には、館山市、南房総市、鴨川市、鋸
南町の 3市 1町となりますが、江戸時代の安房の国にほぼ相当します。この
南房総の 2010年の人口が 13万 6,000人です。江戸時代の人口が 13万人から
14万人ということですので、南房総全体で見ると、今は江戸時代の人口ぐら
いになっているということです。
　図 2は、館山雇用圏という南房総よりは少し狭い範囲で岡部先生がつくられ
た図です。南房総の館山雇用圏では、2050年までに人口がさらに半減をする
ということです。岡部先生は、趨勢に任せれば今後どのような状況になるのか
という予測をされています。その予測では、人口減少が進むほど、主要道路の
中心に人口密度が若干残るが、全体としてマイカーを利用できない人たちのサ
ポート需要が増大していき、地域の半農半漁の地元集落コミュニティ運営が持
続できなくなるといった可能性が高いといった分析をされているところです。
　こういったまさに人口減少に直面している館山を中心とする南房総エリアを
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イメージエリアとしながら、この後の議論を進めていきます。
人工資本のメンテナンスを行う地域経済の可能性
　人工資本のメンテナンスを行う地域経済の可能性を少し具体的に検討します。
この部分は、岡部先生の執筆担当分です。人工資本の中でも、まず公共インフ
ラについて、国土交通省国土計画局は、現在の水準を維持していこうというこ
とを考えますと、更新維持費が現在のほぼ倍になって、この後 20年以上にわ
たってこの水準が維持されることが必要になると試算しています。今後、メン
テナンス需要が高くなっていくということです。
　また、国土交通省は、人口が少なくて維持更新費の高い県と、都市型の都市
の中の県との格差が広がっていくと分析しています。2050年推計では、1人
当たり年間維持更新費が 40万円に迫るようなところ――これは島根県が一番
そういったところになりそうだということでございますけれども――そういっ
た人口が少ない地域における自治体での維持管理・更新需要の負担感が大きく
なっていきます。それに対してどのようにお金を出していくのかということが、
図 2　館山都市圏内の人口密度推移（1980 年）および推計（2010 年、2050 年）
（出典）総務省「国勢調査報告」をもとに、千葉大学岡部研究室作成。
※推計はコーホート変化率法による。
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大きな課題になります。
　館山においては、1985年から 2005年にかけて人口が十数パーセント減っ
ているわけですが、一方で、例えば上水道の配水管の延長やガス管延長は減っ
ていません。人口は減っているけれども、都市のインフラは減らないという状
況が見てとれます。これは裏を返すと、それだけ 1人当たりのインフラの維
持費が上がっていくということになります。
　図 3は岡部先生がなされた道路延長の分析です。1980年と 2005年を比較
すると、人口は減っているわけですが、道路延長は逆に 911キロから 1,293
キロに増えております。1人当たりの道路が 40メートル以上というメッシュ
数が 5倍に増えています。こういったものを、今後どのように維持していく
のかというのが大きな課題になります。
　建築物については、実は日本はあまり維持・修繕にお金を使ってこなかった
というデータがあります。古い建物を大切に使っている欧州諸国では、全建設
投資総額に占める維持補修額比率が日本よりも高い状況です。スウェーデンな
図 3　南房総地域の 1人あたりの道路延長（1kmメッシュ）
（出典）総務省「国勢調査報告」および国土数値情報をもとに、千葉大学岡部研究室作成。
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どは、全建設投資総額の 7割近くが維持修繕費になっています。既に建って
いる建物を大切に使っているということです。日本の場合は、ようやく最近
25%ぐらいになっています。日本の建築物の寿命は約 30年ということですが、
ほかの国では 50年から 150年となっています。このあたりも岡部先生の担当
部分の紹介です。日本では一生に一度新築をするというのが常識になっている
ような珍しい国だという分析です
　今後は、そのようにどんどん建てるということではなくて、既存の建物をう
まく使っていくということが必要になってきています。徐々にこの維持補修額
比率は上がってきていますが、まだ、ヨーロッパ諸国の域には達していないと
いうことです。
　こういった中で建設業のあり方も変質を余儀なくされつつあります。単に新
しくつくるということではなくて、補修のほうにウエートを移していかなけれ
ばいけません。さらに、自治体においてもどんどん箱物をつくるということで
はもうないだろうということです。現在有している施設群をいかに維持管理し
ていくのか、どんどん人口が減る中で、いかに今ある公共施設群をうまく維持
していくのかを考える必要があります。
　例えば、岡部先生によれば、三鷹市ではファシリティマネジメントという形
で、持っている公共施設をすべて把握して、市全体としてどの施設をどこの時
期に補修改善をしていくのかという計画を立て、その費用を把握して平準化す
るといった取り組みをしております。これは、すべての自治体でやっていく必
要がある取り組みだと思います。
　そういった建築物のメンテナンスを行う産業として建設業があるわけですが、
岡部先生は、東京の影響が薄いエリアのほうが建設業に従事する事業所数が多
いといった分析をされています。図 4の一番外側が館山市で、建設業の部分が
かなり大きいということになります。こういった建設業は、伝統的には地域密
で着型のビジネスであって、信頼関係を基盤として経営をしてきたということ
ですが、ハウスメーカーがシェアを拡大していき、公共建設工事について競争
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入札が導入されていく中で、地域と建設業との結び付きが薄くなってきている
という状況にあります。ただ、今後、維持補修が主軸になっていきます。そう
いった中で、建設業が地域のコミュニティビジネス化していくという可能性が
あります。維持補修は利幅は大きくありませんが、安定的に仕事は出てくると
いうビジネスになっていくという見通しをされています。
　さらに岡部先生は、住宅ストックについて秋田県と東京都を対比させて分析
されております。秋田県においては、大型の住宅があって、それが空き家化し
ていくということです。一方で、東京都においては、単身世帯当たりが住むよ
うなところについて供給が足りないといった状況であります。こういうミス
マッチを解消しながら、現在ある住宅ストックを最大限生かすにはどうすれば
いいのかということを考える必要があります。
　その次に、建設業について、人材が減少傾向にあり、高齢化が進んでいると
図 4　千葉県・館山市の 1000 世帯あたり建設関係事業所数
（出典） 総務省「国勢調査報告」、「事業所・企業統計調査（2006年）産業（小分
類）」別」をもとに、千葉大学岡部研究室作成
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いう分析をされております。専門的・技術的職業従事者全般の中で、建設事業
者のほうが高齢化が進んでいます。こういった中でリタイアした専門技術者が
NPOとして地域で活動するというような例も出てきております。これも併せ
て建設業のコミュニティビジネス化というような指摘をされているわけです。
　耐久消費財についても、家計残高がどんどん増えております。1985年には
家計残高は 40兆円だったのですが、2009年には 190兆円に増加しております。
こういったもののメンテナンスをしていくことも、ビジネスのチャンスになる
はずです。こういったものをうまく活用していけば、まだまだ豊かに暮らせる
可能性があるということでございます。
　耐久消費財のメンテナンスは、昔は町の電気屋さんとかがやっていたわけで
す。私も小さいころにテレビの真空管が飛んだときに家に来てもらったりして
いましたが、最近は家電量販店が幅を利かせておりまして、地域の電気屋さん
が減ってきている状況です。
　政策のところでも触れますが、耐久消費財については、製品を売った後も売っ
た側が面倒を見るようなしくみが必要だと考えます。これは、世界においては
拡大生産者責任という考え方で、2001年に OECDがガイダンスマニュアルを
出しております。製品の設計段階で、ちゃんと返ってくることを前提とした設
計をさせるための政策です。
　こういう政策を進めていくと、売りっぱなしにしない経済が始まります。補
修や修理、再使用、再生利用といったお金は製品価格に含まれる形で集められ、
製品を売った側から地域の持続部門に流れていきます。町の電気屋さんのよう
な修理サービスを提供する主体や、回収・リサイクルをする主体にお金が流れ、
地域の雇用が生まれていきます。このような方向を目指すべきではないかとい
う問題提起をしているところです。
自然資本を活用する地域経済の可能性
　自然資本を活用する地域経済の可能性としては、再生可能エネルギーの活用
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と、里地・里山の維持管理の可能性の二つの面で具体的に検討をしていきます。
　再生可能エネルギーにつきましては、私の方で NPO法人環境エネルギー政
策研究所と共同で「永続地帯」研究というものを進めております。これは、各
市区町村でどれだけ再生可能エネルギーを生み出しているのかを個別に把握し
て、それが地域的エネルギー需要―民生用（オフィスと家庭）と農林水産業用
エネルギー需要を足し合わせたもの―を上回るところ（100%エネルギー永続
地帯）はどこかを「見える化」するという研究です。
　2011年 12月の最新の研究結果では、2010年 3月段階で 52市町村が 100%
エネルギー永続地帯であると判定できました。県レベルでは、大分県が地域的
エネルギー需要の約 4分の 1を再生可能エネルギーで供給しています。地域
的エネルギー需要の 10%を超える再生可能エネルギー供給が行われている都
道府県は大分県を含め 9県あります。
　太陽光発電は伸びておりますが、全体で見ると 4.4%しか伸びていないとい
うことで、この伸び率では、倍になるまでに 16年かかります。これでは間に
合いません。現政権は、原子力発電について耐用年数 40年ぐらいで原則シャッ
トダウンし、新設を行わないといった方針と報道されています。その形で試算
をしていきますと、2040年ぐらいには原子力発電というのは基幹エネルギー
ではなくなってしまいます。ですから、そこまでの間に再生可能エネルギーを、
少なくとも 2009年に原発が担っていた分ぐらいの基幹エネルギーに育ててい
かないといけません。この観点で「倍になるまでに 16年」では間に合わない
ということです。
　表 1に示しているだけの量の再生可能エネルギー設備を導入できれば、少な
くとも 2009年に原子力発電所が担っていた発電量を再生可能エネルギーで供
給することができます。種類ごとの導入量は、すべて環境省のポテンシャル調
査の範囲内です。その導入費用を試算しますと、今後 30年間にわたって毎年
平均で約 2兆 3,000億円の事業費が必要となります。このために固定価格買
取制度を導入して、かなりの部分を民間資金でこれを賄おうというような政策
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出力
（kW） 稼働率 箇所
総出力
（万 kW）
発電量
（MWh） 構成比
原子力発電所（2009） 48847000 65.7 54 4884.7 277,470,149 99.87%
福島第一原発 32,948,357 11.86%
水力発電 1,044 63,089,520 22.71%
水力発電所（ 3 kW級） 3 80 80,000 24 1,681,920 0.61%
水力発電所（30kW級） 30 80 40,000 120 8,409,600 3.03%
水力発電所（100kW級） 100 75 10,000 100 6,570,000 2.36%
水力発電所（1000kW級） 1000 70 2,000 200 12,264,000 4.41%
水力発電所（10000kW級） 10000 65 600 600 34,164,000 12.30%
地熱発電 430 28,294,800 10.18%
地熱発電所（中規模） 3000 70 500 150 9,198,000 3.31%
地熱発電所（大規模） 50000 80 50 250 17,520,000 6.31%
地熱発電所（温泉発電） 50 60 6,000 30 1,576,800 0.57%
風力発電 3,850 90,666,000 32.63%
風力発電所（1000kW級） 1000 20 6,000 600 10,512,000 3.78%
風力発電所（2000kW級・陸上） 2000 24 5,000 1,000 21,024,000 7.57%
風力発電所（2500kW級・洋上） 2500 30 9,000 2,250 59,130,000 21.28%
太陽光発電 7,429 88,417,330 31.82%
太陽光発電所（一般住宅） 3.47 13.6 7,000,000 2,429 28,909,099 10.41%
太陽光発電所（共同住宅・オフィス・工場） 10 13.6 2,000,000 2,000 23,803,293 8.57%
太陽光発電所（メガソーラー） 3000 13.6 10,000 3,000 35,704,939 12.85%
バイオマス発電 120 7,358,400 2.65%
バイオマス発電（中小規模） 3000 70 200 60 3,679,200 1.32%
バイオマス発電（大規模） 12000 70 50 60 3,679,200 1.32%
水力＋地熱＋風力 182,050,320 65.53%
水力＋地熱＋風力＋太陽光＋バイオマス 277,826,050 100.00%
（出典）千葉大学倉阪研究室「再生可能エネルギーによる原発代替プラン ver.2.2」（2011年 5月）
表 1　 原子力発電によって賄われていた発電量（2009 年）を再生可能エネルギーで賄
う場合の必要設備量
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が始まっているところです。
　地域経済に役に立つためには、地元資本の参画というのは不可欠です。再生
可能エネルギーは、設置のコストはかなりありますが、ランニングコストはそ
んなにかかりません。このため、バイオマス利用のように常に燃料供給が必要
なものを除くと、建設を除くと地域での雇用力があまり期待できません。この
ため、資本参加して売電収入を地域に入れないと、地域のうまみは継続しない
こととなります。そこを、都会の大資本に取られると面白みがなくなります。
　たとえば、安定的にエネルギー供給を行うまでの間は民間資本で進めて、安
定的な運営が確認された段階で地元資本に切り替えていくといった条件で、地
元自治体が外部資本の参入を認めるというようなやり方というのがあるのでは
ないかと考えています。たとえば、地熱発電所は運転開始までに 8年から 10
年かかります。このとき、安定的に発電された段階で地元の地方債か何かに切
り替えていくといった条件でボーリングなどを認めていくと、安定的に地元に
収入が長期的に入ってくる可能性があります。その地方債の発行に国のお金を
入れればいいということです。そういうスキームで地域経済に役に立つような
再可能エネルギーの導入を進めていく必要があるのではないかと思います。
　それから、里地・里山の維持ということも重要です。館山市においては、経
営耕地面積がかなり減ってきております。館山市の「字」の人口と高齢化割合
をみると、北条や館山のあたりの市街地では、人口が多くて 65歳以上人口割
合が小さいような大きい「字」はあるのですが、500人未満の「字」では、65
歳以上人口割合がすべて 20%を超えています。このようなコミュニティの地
域が、経営耕地面積の減り具合が一番大きいところになっています。地域のコ
ミュニティが若干退化していくことが、里地・里山の減少に直結するというこ
とです。
　この館山市を事例とした「字」単位の分析においては、1990年から 2010
年までの 20年間の推移で、人口の減り具合が大きいところほど 2010年の高
齢化が進んでいるという状況も確認されています。
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人と人とのつながりを強くするコミュニティとまちの構造
　人のつながりの中心、すなわちコミュニティの中心について、広井先生の定
義では、地域における拠点的な意味を持ち、人々が気軽に集まり、そこでさま
ざまなコミュニケーションや交流が生まれるような場所ということになります。
2007年に広井先生が全国の地方自治体を対象として調査された結果、コミュ
ニティの中心としては「学校」という回答が一番多く、「福祉・医療関係施設」
というものがそれに続くという結果だったということでした。人的資本のメン
テナンスを行う教育・医療・介護というところは、人が集まるところであって
コミュニティの中心になり得るという関連にあるのではないかと考えます。
　同じく広井先生の分析ですが、「子ども・高齢者」の割合の推移について、
1940年代の 40%強から 1990年代の 30%まで徐々に減っていって、その後
反転し、2050年には 50%近くまで増加する予測となっています。子どもや高
齢者は、車になかなか乗れない世代で、地域に密着した世代です。地域におけ
るこういう教育・医療・介護といったサービスの対象になるような人々の割合
がますます増えていく中で地域政策が需要だという分析です。
　こういう人と人とのつながりについて、今回のプロジェクトの一環として「く
らしと社会に関する意識調査」を行いました。大石先生をリーダーとして実
施したものです。1000サンプルを訪問調査で集めたのですが、その調査の中
で、社会関係資本の測定を試みたわけです。他者との交流がされているかどう
か、社会的活動に参加しているかどうかといった個別の質問を集計して、社会
関係資本の豊かさを把握するという試みを行いました。
　この結果、社会関係資本が豊かな人ほど、「たいていの人は信頼できる」と
考える割合が大きくなっていることがわかりました。すなわち、人と人との密
接なつながりがあれば、人を信頼できるというような結果が出てきております。
また、人口規模別の社会関係資本の状況を分析したところ、どこかで適正な規
模があるということがわかりました。つまり、人口規模が小さ過ぎれば、人と
人とのつながりやそういう社会的活動への参加の機会などが少ない一方で、大
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都市になっても逆に少なくなっていくといったことがわかったわけです。
　この結果、健全にまとまって住むということが必要ではないかということが、
結論として出てくるわけでございます。「選択的集住」を進め、それでまちの
構造をコンパクトに抑えるということが、人と人とのつながりを強め、豊かに
暮らすということに直接的に寄与できるのではないかと考えます。
　インフラのメンテナンス費用が高くなっていくという話と、人と人とのつな
がりを密に保つという話の両面から、まちの規模をコンパクトにしていく必要
があります。
　岡部先生の担当部分ですが、人口規模が km2当たり 4,000人以上で、かつ
連担して 5,000人以上が居住している地区を人口集中地区と呼びますが、人口
集中地区面積は増加している一方で、人口集中地区の人口密度は減少してきて
います。まちの規模は広がっているけれども薄くなりつつあるといった状況が、
データで把握されています。
　先ほど広井先生の分析で、コミュニティの中心として真っ先に挙げられた学
校について、館山の状況をみると、大きく生徒数を減らしているところ、統合
の対象にもなりそうなところが出てきています。東側の三つの小学校は、小規
模ながら安定的ですけれども、西側や南側の小学校は、かなり減少してきてい
るという状況で、コミュニティの中心が失われていくのではないかといった懸
念があります。
　また、全般的に第 1次産業の就業者が減少している一方で、この辺縁部に
おける第 2次産業、第 3次産業の増加割合が高くなってきています。これは、
国道沿いにそういったものが広がってきているということでございます。郊外
化の進展が、ここでも出てきているのはないかと考えられます。
持続可能性の観点から地方自治体の政策評価を行う
　第 7章は、これまでの地方における政策を持続可能性という観点から評価
をしてみたものです。宮脇先生が分担された部分です。ヨーロッパにおいて「ト
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リプルボトムライン」と呼ばれておりますが、社会的な側面、環境の側面、経
済の側面、それぞれをバランスよく見ていこうというのがサステナビリティ評
価、持続可能性評価です。それに先立つやり方としては、環境影響評価のよう
な環境だけを見るようなものもあったわけですが、最近では、トリプルボトム
ラインをそれぞれ見ていくというような形で発展をしてきています。宮脇先生
は、環境と社会と経済というトリプルボトムラインのそれぞれについて評価項
目を設定し、地方行政の行政計画を評価するという試みをなされました。館山
市の例を取り上げて評価をされたところでございます。
　環境については、狭義の環境と広域の環境、自然環境と人的環境の快適性、
環境汚染の防止、生態系の保全、省エネとか省資源といったものが環境項目と
して挙がってきております。経済の項目としては、生活の利便施設の状況、交
通の利便性、経済活性、経済発展性などが挙げられています。社会の項目とし
ては、都市社会の健全度として人口構成であったり、地域コミュニティの健全
性であったり、住宅ストックの状況とか、都市のコンパクト性とかが該当しま
す。文化的な魅力度、市民参加、人材育成、安全・安心というものも社会的な
項目の中に入ってきています。
　こういった項目で館山市の「都市計画マスタープラン」を評価したところ、
十分に考慮されていないというような判断になった項目があります。さまざま
な行政計画があって「都市計画マスタープラン」がそもそも対象にしていない
という項目もあろうかと思います。したがって、宮脇先生は、その他のプラン
として「館山市地域新エネルギー詳細ビジョン」と「観光立市たてやま行動計
画」も合わせて評価されました。それでも、やはり十分に考慮されていない項
目が出てきているというような分析でした。
　今回は、館山市を対象として評価しましたが、ほかの自治体においても、お
そらく同じような状況にあるのではないかと考えます。このような状況を変え
るためにも、新しい形の政策のヒントが必要ではないかと考えます。
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住み続けられる地域づくりに向けた政策
　最後に、今回の理論的な枠組みと分析に基づいて、今後の政策の方向性につ
いて提案しています。
　まず、地域において四つの資本ストックの「たなおろし」をすべきではない
かという提案です。
　人工資本の「たなおろし」としては、地域に存在する構造物や建物といた建
造物の更新時期別のストックを把握するとともに、空き家のような十分に活用
されていない人工資本の状況を把握することが必要です。
　自然資本については、人の手によって維持されている自然資本ストックとし
て、農地であったり、人工林であったり、水田であったり、そういったものが
どれくらいあるのかを把握するとともに、耕作放棄地であったり、十分に手が
入っていない人工林であったりといった、活用されていない自然資本の状況を
把握することが「たなおろし」ということになります。
　人的資本については、コミュニティごとの人口と年齢構成の推移、つまり、
地域ごとにどのような形で住まわれていて、人口構成がどのようになっている
のかを把握することが必要です。これによって、将来の持続可能性を検討する
ことができます。また、健康に働ける人口の状況といったものについても把握
する必要があろうかと思います。
　社会関係資本については、アンケートなどによって、人と人とのつながり、
信頼感、犯罪率とか、そういった地域コミュニティの機能を定期的に把握する
ということが、「たなおろし」ということになります。
　こういう四つの資本のたなおろしを進めた上で、四つの資本ごとに管理目標
を設定するという提案となります。
　人工資本については、1人当たりの健全に活用されている人工資本量が目標
になると考えます。活用されている建造物の床面積のような指標です。今後、
人口が減っていくわけですが、その中で健全に活用されている人工資本が維持
できれば、人口が減っていく中でも豊かに人工資本を活用することができるわ
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けです。空き家のままでほったらかしにされているものがたくさんあると、や
はりそれはうまく使われていないということになろうかと思います。このため、
1人あたりの健全に活用されている人工資本量を増やしていくというような新
しい政策目標を立てることが必要ではないかと思います。そういった中で、修
理をしていってちゃんと活用しようとか、あるいはシャッター街になっている
ものをちゃんと有効に活用しようとか、そういった政策が出てくると考えられ
ます。それによって、人口が減る中でも豊かに暮らせるというような可能性が
出てくると思います。
　自然資本についても、1人当たりの健全に活用されている自然資本量が指標
になります。手入れがされている人工林・農地面積が健全に活用されている資
本量ということになります。人口が減る中で、そういう自然資本量をちゃんと
維持していくことが豊かに暮らせる一つのポイントです。さらに、地域的エネ
ルギー需要をどの程度地域の再生可能エネルギーで賄えているのかという「永
続地帯」研究の指標や、地域の食糧需要をどれだけ地域で賄えているのかとい
う「地域食糧自給率」といったものも、自然資本を評価する指標として使える
と考えます。
　人的資本については、地域人口に占める健康人口割合という新しい指標の提
案をしているところでございます。高齢化になってお年寄りが増えても、病気
にならずに生き生きとそこで暮らしていらっしゃれば、何ら問題はないはずな
のです。ですから、そういったところの新しい指標ということができないだろ
うかということの提案でございます。
　社会関係資本は、先ほどの「たなおろし」で把握するものと同じ指標となり
ます。そういう定期的に把握をされている指標がちゃんと維持され、あるいは
改善するということが目標ということになろうかと思います。
　このような形の政策指標というのは、まさに人口が減っていく持続期におい
ても、地域は生き生きと暮らしていけるという新しい政策指標になるのではな
いかと考えています。
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　最後に、こういったものを充実させるための政策について考察しています。
人工資本の分野での政策では、既にある建物を健全に維持して活用していくと
いう方向で政策を考える必要があります。「たなおろし」をする中で把握された、
使われていない人工物を活用していくことが必要になります。公共施設をどの
時期に、補修更新するかというようなマネジメントや、活用されていない民間
の建造物の利活用を図っていくということが必要になります。
　この後、岡部先生がコメントされますけれども、岡部先生は館山で、そうい
う利活用のための具体的な取り組みを進められてきておりますので、そのあた
りのお話もしていただけるのかなと思います。
　それから自然資本ですが、農林水産業を健全に維持すると共に、地域におけ
る再生可能エネルギーの開発を主体的に進めることが必要です。里山の例では、
鴨川の大山千枚田で保全会が活動していて、オーナー制度を活用して、都会の
人に来てもらってメンテナンスをするということが、かなりうまくいっていま
す。いろんな工夫が地方でもできるということです。
　人的資本ですが、教育・医療・介護などのサービスが受けられるようにする
とともに、地域で健康に暮らせるように病気になる前の「未病」の段階から取
り組みを進めることが重要です。人工資本や自然資本のメンテナンス労働とい
うのは、コミュニティビジネスというような側面があるわけです。地域に専門
技能を持っている人を育てて、地域の中でそのようなものが提供されて、利幅
は大きくないけれども、安定的にそこで収入が得られるというようなビジネス
を立ち上げることによって、それが地域の人の生きがいを確保し、地域で健康
に暮らせる人が増えるという循環を生み出す政策が求められています。
　社会関係資本につきましては、人と人のつながりが生まれるようなまちづく
りの工夫が必要です。コミュニティをコンパクトに維持し、その中心となるも
のを維持したりつくり出したりして、間接的に社会関係資本を豊かにする努力
を行うことが必要ではないかと考えます。
　このため、公共交通機関から歩いて行ける範囲に教育・医療・介護というよ
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うなもののサービスを配置すれば、そこで人と人とのコミュニケーションが生
まれていくことになります。地域の空き家なども活用しながら、保育サービス、
介護サービス、教育サービスといったものが提供できるようにすることが重要
ではないかと考えています。
　以上のような地域政策を立ち上げるためには、やはり全国的な政策も必要で
す。地域的に資本ストックを維持しようとしても、それに適切な支払いが行わ
れないといけません。このための国レベルで実施すべき三つの政策を提案して
います。私は法案作成講座というものを毎年やっておりまして、この 3年に
わたって、それぞれに法案をつくっています。
　第一が、前述した拡大生産者責任を求める政策です。ものを売りっぱなしに
させないということです。これまで売りっぱなしにして廃棄物の処理費用を市
町村任せにしてきたわけですが、それではやはり駄目であって、生産物価格に
回収・廃棄費用を組み込み、その収入が地方のメンテナンスに回るような形に
することが必要です。今の政策では、売ったらあとは廃棄物処理をする費用を
生産者は忘れてもいい、地方が税金で処理してくれるという役割分担です。そ
こを変えなければいけません。これが、拡大生産者責任を求める政策です。
　二つ目が、再生可能エネルギーを一定期間にわたって高く買い上げる政策で
す。これが固定価格買取制度です。これは、既に 2011年 8月に法律が成立し
ています。固定価格の価格水準と買取期間を決める第三者委員会の設置が遅れ
ておりますが、2012年 7月に施行される予定です。
　三つ目の制度は、生物多様性オフセット制度です。新しく開発をする際に、
里地・里山の維持にお金が回るようにするという制度です。これは新しい制度
ですけれども、提案をしているところでございます。
　提案に当たっては、法案作成講座を毎年開講して、受講生とともに関連の条
文案を作成して、公表しています。
　第一の点については、2009年に、2R促進法案と呼ばれる法案を作成しまし
た。2Rとは、リデュースとリユースを指します。生産者に、対象となる製品
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について引き取り義務を求める一方で、そういった製品については、市町村は
もう回収しませんというような制度になっています。
　第二の点に関する固定価格買取制度については、2011年 8月に成立した再
生可能エネルギー特別措置法に盛り込まれたわけですが、法案作成講座では
2008年に「再生可能エネルギー導入の促進に関する臨時措置法案」というも
のを作成しています。ただ、この法案の中に書いてある内容で、昨年 8月の特
措法では実現していない項目があります。たとえば、建築物を建てる際に再生
可能エネルギー設備を導入しなければいけないといったような建物規制や、市
町村の計画に基づく再生可能エネルギー設備について補助金や交付金で促進し
たり、地方債の対象としたりする項目はまだ入っておりません。この点を補う
ために 2011年 12月に開催した法案作成講座では、地方主導で再生可能エネ
ルギーを導入するための制度化を試みました。
　第三の生物多様性オフセットについては、2010年の法案作成講座で法案の
作成を試みました。特定の開発行為を実施する事業者は、開発行為の許可を得
るために「生息生育機能評価書」というものを添付しなければいけないことと
し、この評価書を出してもらうためには、この開発によって失われる生態系の
機能を別のところで代償しなければいけないというしくみになっています。
　このように地域政策の立ち上げのために、国の制度も必要です。こういった
制度によって、人工資本にお金が出ていく。あるいは自然資本にお金が回ると
いう形になって、地方における四つの資本の維持に寄与できるのではないかと
考えます。
　今後、新しい持続期の経済社会を実現するためには地方における「持続部門」
の発展が鍵となります。このために四つの資本のたなおろしから始まって、そ
れを育成するような政策が必要だということをこのプロジェクトで提案したい
というふうに考えます。
　この研究成果は、千葉日報社の『千葉学ブックレット』の一環として、
2012年 6月に刊行される予定となっています。引き続きご注目いただければ
千葉大学　公共研究　第８巻第１号（2012 年３月）
31
幸いです。
　（本稿は、2011年 12月 10日に千葉大学で開催されたワークショップ「人口減少・
環境制約下で持続できるコミュニティ形成」での発表内容をもとに最新情報を補っ
て作成された。）
